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福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

資料４

兵庫県 まちづくり部 都市政策課
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(1) 移動等円滑化の促進に関する基本方針の改定

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 国は、バリアフリー法に基づく基本方針の改定に向け、検討会を設置し議論を進めている

 「地域特性」「心のバリアフリー」「ICT活用・当事者参画」を主なテーマとして、対応や
目標設定のあり方について、検討が行われた

 R7.5.30には、最終とりまとめ案が議論され、まもなく公表される見込み

次期国方針における目標（中間とりまとめ時点、抜粋）

国の目標値や方向性を踏まえて検討を行う必要がある
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(1) 移動等円滑化の促進に関する基本方針の改定

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

地域特性 心のバリアフリー化 ICT活用・当事者参画

 基本構想の策定などによ
る地域特性を踏まえた面
的・一体的なバリアフ
リー化

 地方部の一層のバリア
フリー化の推進

 心のバリアフリーの認知
度の向上

 障害者等の立場を理解
して手助け等の行動が
できる人を増やす方策

 公共交通機関における
旅客支援のあり方

 ICTの活用の射程

 ICT活用の周知・啓発

 当事者参画が特に有効な
施設の検討

 当事者参画で得られた
知見の共有方策

国の検討における主なテーマ（概要）

乗降客数の少ない
地方部の駅のバリアフリー化

心のバリアフリー化 得られた知見の共有
（事例集の作成）
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(2) 県ユニバーサル社会づくり総合指針の改定（R7.3）

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

ユニバーサル社会づくり総合指針（抜粋）

 SDGsへの取組の進展やデジタル化の加速、働き方の多様化、マイノリティに関する認識の変
化、SNS上の誹謗中傷など新たな人権問題、子どもの貧困、制度の狭間の課題の顕在化など、
社会情勢の変化を踏まえ、従前の５つの柱のもと、新たに県施策の基本的方向を定めた

「まち」分野では大きな改定ないが、ソフト対応やマイノリティへの対応は要検討
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(3) 著しい高齢化の進行

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 県の人口は、H21(2009)の560万人をピークに減少局面に突入。R32(2050)には、423万人まで
減少する見込み

 一方、県の高齢者の人口は引き続き増加し、R22(2040)ごろにピーク（177万人）に達する
見込み

兵庫県の総人口及び65歳以上人口比率の推移
出典：総務省「国勢調査報告」及び兵庫県ビジョン課「兵庫県将来推計人口

（2015～65年）」

高齢者数・高齢化率の推移
出典：国勢調査、兵庫県将来推計人口（県ビジョン課（2019））

建築物や公共交通におけるバリアフリー化をより一層進める必要がある
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(4) 要支援・要介護認定者の増加

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 要支援・要介護認定者は、R2（2020）からR22（2040）の間で1.3倍（43万人）となる見込み

要介護認定者数の推移
出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」及び

兵庫県ビジョン課「兵庫県将来推計人口（2015～65）」

65歳以上の人口に占める
要介護認定者の割合の推移

建築物や公共交通におけるバリアフリー化をより一層進める必要がある
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(5) 障害者率の増加

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 県の人口は今後減少していく一方、人口に対する障害者率は上昇が見込まれ、R32には7.2％
に達すると見込まれる

 障害の種類別では、H27からR2にかけ、肢体不自由者が減少した一方、知的・発達障害及び
精神障害が大きく増加している

障害の種類別 障害者手帳等の発行数の推移
出典：ひょうご障害者福祉計画

引き続きバリアフリー整備を推進するとともに、知的障害者等への対応も要検討
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(6) 障害者の社会進出の拡大

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 県の雇用障害者数は、H16の
約８千人からR2に約16千人と
約２倍に増加

 法定雇用率も段階的に引き上
げが行われており、今後も障
害者の社会進出は拡大するも
のと想定

民間企業における障害者雇用率の推移
出典：ひょうご障害者福祉計画

職場等のほか、外出機会の増加を

踏まえ、移動経路を含めたまちの

バリアフリー化をハード・ソフト

の両面から進める必要がある
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(7) 認知症有病者の増加

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 高齢者の４人に１人が認知症又はその予備軍とされており、人口の高齢化に伴い、さらに認
知症有病者が増え、その人口比率も高まる見込み

 県内では、今後20年程度で認知症高齢者が約６割増と急増する見込み

高齢者の認知症有病率
出典：2014年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業
「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」

（研究代表者：二宮利治九州大学教授）

認知症高齢者数の将来推計
出典：未来を考える100のデータ（県計画課）

わかりやすい空間の整備・サインの設置など、認知症の方にも優しいまちづくりを検討

する必要がある
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(8) 在留外国人数の増加

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

 県内の在留外国人数は、157か国、約11.5万人（R2）で、全国第７位

 外国人県民の多国籍化が進んでおり、特にベトナム人が大きく増加

サイン表示、相互理解の推進、IT機器の活用によるコミュニケ―ションが重要

本県の在留外国人数の推移
出典：在留外国人統計（法務省 出入国管理局）
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(9) ユニバーサルツーリズム推進条例の制定（R5.4）

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

ユニバーサルツーリズムのイメージ ひょうごユニバーサルな観光地づくりモデル事業の実施
（新温泉町 湯地区）

 年齢や障害の有無等にかかわらず、様々な方が気兼ねなく旅行できるユニバーサルツーリズ
ムを推進

観光地や宿泊施設等において、ハード・ソフト両面からバリアフリー整備が必要



Hyogo Prefecture

11
(10) LGBT理解増進法の制定（R5.6）

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

国による啓発活動 性的少数者に配慮した施設整備の例
（大阪・関西万博 ジェンダーレストイレ）

上位計画における対応を前提としつつ、対応の必要性を含め検討が必要

 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解の増進に関する施策を推進
することを定めた法律（理念法）が制定

 大阪・関西万博では、施設整備に一定の配慮を行う取組も見られる
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合理的配慮の提供義務のイメージ

(11) 障害者差別解消法の改正（R6.4）

ソフト対応の役割がより一層増加

他の県計画との棲み分けつつ、まち分野のソフト対応について要検討

 民間事業者による障害者への合理的配慮の提供が義務化（行政機関は、従前から義務付け）

 大阪・関西万博では、施設整備に一定の配慮を行う取組も見られる
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■共生社会の実現を推進するための認知症基本法（認知症基本法）（R6.1）
認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう７つの基本理念を定める

■視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）（R元.6）
障害の有無に関わらず、全ての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することがで
きる社会の実現に向けて、視覚障害者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進

■障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律
（情報アクセシビリティ法）（R4.5）
障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策を総合的に推進し、全ての国民が、障害
の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現
を推進

上位計画における対応を前提としつつ、法の理念を盛り込む必要

(12) 高齢者等、障害者等のための個別法の制定・改正

 高齢者、障害者等が暮らしやすい社会を推進するための個別法が制定

最近制定された高齢者等を対象とした法律
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(13) 大阪・関西万博の開催（R7.4）

福祉のまちづくりを取り巻く社会情勢の変化

ユニバーサルデザインガイドライン（抜粋）

【基準の例】（赤：義務基準、緑：推奨基準）
・観覧席のサイトラインの確保
・車椅子用観客席に同伴者席を併設
・授乳室への離乳食の自動販売機の設置
・待ち行列エリアへの優先レーンの設置
・待ち時間を音と視覚で伝達できる設備の設置

課題を評価し、基本方針や手引書への反映を検討する

 法・条例の規制に加え、障害当事者の意見を取り入れたガイドラインを独自に作成し、
施設整備の際に適合させることで、全ての来場者が安全安心に楽しめるよう配慮

 多くの国・文化・属性の方に施設が利用される貴重な機会
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(14) 福祉のまちづくり条例に基づく整備基準の改正（R7.6）

 バリアフリー法に基づく整備基準の改正を踏まえ、バリアフリー設備の設置義務数を
「建物に１以上」から「規模に応じた複数」に見直し

質の高いバリアフリー化の推進が期待

一方で、不適正利用を助長する可能性もあり、心のバリアフリーの取組も重要

規模に応じた複数設置を義務付けた建築物特定施設

車椅子使用者利用便房 車椅子使用者利用駐車施設 車椅子使用者用の観覧スペース
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(15) AI、ICT技術の革新

 スマートフォンの普及、自動運転車の開発など、ICT分野での技術革新が目まぐるしい

 音声読み上げや文字認識技術は既に実用されている

まちづくり分野でも革新技術を取り入れることを要検討

福祉のまちづくりに寄与する可能性のある最新技術の例

自動運転バス 顔認証自動改札
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(16) 災害リスクの高まり

 南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の確率は、今後30年以内で70～80％程度と
予測されている

 80mm/時間以上の降雨の年間発生回数は増加傾向

あらゆる災害のリスクが高まっており、意思疎通に支障のある障害者や外国人への

緊急情報の伝達、避難所の運営を見据えたハード整備も検討する必要

南海トラフ地震の想定震度
（出典：兵庫県南海トラフ巨大地震・津波被害想定）

集中豪雨(80ｍｍ/ｈ)の年間発生回数
（出典：気象庁）
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